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ご意見 対応方針案

○マイナポータルとの接続
「マイナポータルから入力された転出届の情報を自動で取
り込めること」という機能について、どこまでを「自動」で対応
することを想定しているのか。「自動」の機能については誤
解なく記載ができるとよいと考える。

自動で取り込んで、仮登録を行い、その後、審査を経て、本
登録を行うことを想定していることから、次のとおり修正する。
●10.9 マイナポータルとの接続
＜原 案＞「マイナンバーカードを用いて、マイナポータルから
入力された転出届の情報を自動で取り込めること」。
＜修正案＞「マイナンバーカードを用いて、マイナポータルから
入力された転出届の情報を自動で取り込み、仮登録を行う
ことができること」。

●4.1.3.0.4 特例転入を利用した転出（転出・転入手
続のワンストップ化に伴う改正）
＜原 案＞マイナポータル等の電子申請システムにより申請
された転出届の情報を住民記録システムへ取り込むことがで
きること。
＜修正案＞マイナポータル等の電子申請システムにより申
請された転出届の情報を住民記録システムへ自動で取り込
み、仮登録ができること。

○整合性確認
「取り込んだ転出届の情報と住民記録システム内の情報
を突合（整合性確認）できること。」と記載がある。記載
していない機能は実装できないため、整合性確認の中身
について、機能としての記載が必要であると考える。また、
当面は標準化対象とせずに、ある程度ベンダ側で実装し
自治体の現場で使用した後、標準化を図るといった工夫
が必要だと考える。

整合性確認の方法については、システム上で整合性確認を
行うことができればよく、その具体的な方法については規定し
ないこととする。なお、住民記録システム標準仕様書【第
1.0版】においては、審査の方法について規定していない。

住民記録システム標準仕様書の改定に関する主なご意見
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ご意見 対応方針案

○オンライン接続の標準仕様
マイナポータル側からデータを取り込み住民記録シス
テムに反映するとしているが、マイナポータル側で接続
仕様の標準化が図られ、業務システムにおいても標
準化が図られている。その2つをつなぐ申請データのダ
ウンロード機能や申請管理システムについても標準
的なものを検討しても良いのではないか。

自治体DX推進計画（令和２年12月25日）において、「エンド
トゥエンドのオンライン接続に係る標準仕様の提供を行う。自治体
の基幹システムとぴったりサービスとのエンドトゥエンド接続の標準
仕様を作成し、2021年度夏頃までに市区町村に提供する予定
としている。」とされている。エンドトゥエンドのオンライン接続に係る
標準仕様について、今後、検証事業を行った上で作成する予定
であり、これらを踏まえて、住民記録システムに必要な機能があれ
ば標準仕様書に盛り込むこととする。

○転入予約
転入の際、マイナポータルから流れる予約情報は、
住基事務担当が受け取って他業務担当に連携する
流れになると考える。システムではなく手続きの方法
や業務のフローになるかもしれないが、標準化したほ
うが良いのではないか。

転入予約の情報自体は住民記録システムに取り込むものではな
いため、標準仕様書に盛り込むことは想定していないが、転入予
約の手続や業務フローについて、今後、本年秋に、内閣官房IT
室が中心となって行う現地検証において、その在り方を検討する
予定。

住民記録システム標準仕様書の改定に関する主なご意見
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転出地

転出・転入手続のワンストップ化に関する機能要件

 転出・転入手続のワンストップ化に関する機能要件を規定します。
 転出届の情報の取得や整合性確認等について実装すべき機能として規定します。

業務フロー

機能要件

転出・転入手続のワンストップ化に伴う特例転入・転出における業務フローの改正

機能要件を追加記載（下線部）
■ 4.1.3.0.4 特例転入を利用した転出（転出・転入手続のワンストップ化に伴う改正）
【実装すべき機能】
１ 特例転入を利用した転出に対応していること。
２ マイナポータル等の電子申請システムにより申請された転出届の情報を住民記録システムへ取り込むことができること。
３ 取り込んだ転出届の情報と住民記録システム内の情報を突合（整合性確認）できること。
４ 取り込んだ転出届の情報について、取り込んだ情報そのものか、住民記録システム内の情報との突合により届出内容を確認し
た後の情報か、管理できること。

５ この場合、転出証明書の自動発行を行わず、転出証明書情報について、CSへ自動送信できること。ただし、必要に応じて転出
証明書を任意出力できること。任意出力する転出証明書には、「特例による転出処理済」と印字できること。

【実装しない機能】
１ 既に送信した転出証明書情報について、ＣＳに手動で再送信できること。
２ 通常の転出処理を行っている際に、対象者のうち個人番号カード又は住基カード保有者が存在する場合、「特例転入を利用
した転出」への切替えが可能であること。

■4.1.1.3 特例転入（転出・転入手続のワンストップ化に伴う改正）
【実装すべき機能】
１ 特例転入に対応し、住基ネット回線を介して受信した転出証明書情報を基に転入の入力処理ができること。
２ その際、受信し、反映されたデータの修正が必要な場合には、適宜修正を行えること。
３ CSに通知された転出証明書情報をリアルタイムで連携できること。
４ 一定期間（※今後、政令で定められる予定）経過後に、転出証明書情報を消去できること。
５ 転出証明書情報を元に、転入届に必要な情報を印字し、転入届を出力できること。
（※転出・転入手続のワンストップ化による転入の場合の転入届の様式を定めるか。）

住民記録システム標準仕様書【第1.0版】からの修正点

申請データ
ダウンロード機能

転出・転入手続のワンストップ化による転出・転入連携フロー

住民

住民記録システム

LGWAN 転入地

住民記録システム
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【第５回検討会での御意見】
申請データを基幹システムの
DBに取り込む前におこなう審
査は、標準仕様の対象から外
すべきではないか。審査では、
過去の申請情報や他業務の
情報の参照、あるいは、要件
充足の判定支援等、手続きご
とにさまざまな機能のバリエー
ションが想定され、こうした機能
は、今後実際に運用される中
で定まっていくものと考える。
→「整合性確認」という粒度で
規定

マイナンバーカード
0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

住基ネット回線

【第６回検討会資料からの修正点】
転出地より、住基ネットの回線で情報を連携する図に
修正



引越しを行う者（マイナンバーカード所持者）

転出地市町村

各課

異動届窓口

業務システム

住基システム
Ｃ
Ｓ

転入（予定）地市町村

各課

異動届窓口

業務システム

住基システム
Ｃ
Ｓ

マイナポータル

転出・転入手続のワンストップ化（実現イメージ）

②転出届

連携 連携

②転入予約

③転出証明書情報の通知

⑥取消し（一定期間経過後も
転入届が提出されない場合）

LGWAN端末
LGWAN端末

入力

入力事項（※検討中）
・氏名
・転入地市町村への来庁予定年月日
・連絡先 等

①転出届・転入予約
（マイナンバーカードで
電子署名をして送信）

⑤転入届
（来庁してマイナンバー
カードを提示して届

出）

※転出証明書は不要

住基ネット回線

④転入手続の事前準備


